
 

 

 

     

     

     

     

 

県行財政を取り巻く現状と課題（２／３） 

  
（グローバル化や技術革新の進展、災害の頻発・激甚化） 
 〇 自由貿易協定や経済連携協定など経済のグローバル化の動きが進展する一方、自国の経済利益を優先す

る動きが顕在化。こうした国際環境の複雑化は、本県の産業経済にも様々な影響を与える可能性。 
 ○ 世界では、「第４次産業革命」と呼ばれるＡＩ、ＩｏＴ、ロボットなどの技術革新がこれまでにないス

ピードで進展。また、「Society5.0」の実現に向けた動きが加速化。 
 ○ 近年、我が国は気象の急激な変化や自然災害の頻発化・激甚化にさらされている。また、南海トラフ地

震や首都直下地震も今後発生することが危惧されている。 
本県でも、平成 30 年８月の最上・庄内地域を中心とする豪雨、令和元年６月の山形県沖を震源とする

地震、令和元年 10 月の台風第 19 号、令和２年７月豪雨など大きな被害をもたらす災害の発生が相次いで
いる。 

社会経済環境の変化③ 

 
（厳しい財政状況） 

 ○ 社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推移することなどにより、今後も多額の財源不足が 

見込まれ、引き続き厳しい状況。 

引き続き厳しい財政状況 
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（資料）総務省「令和元年情報通信白書」 
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主な情報通信機器の世帯保有状況（全国） 
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ＡＩ・ＲＰＡ導入状況（都道府県） 

（資料）総務省「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査（R2.2 月）」 
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近年の自然災害による被害総額 

（資料）内閣府 
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山形県の調整基金残高の推移（年度末決算） 

 

山形県の財政収支の見通し（財源確保対策前） 

 

山形県の財源不足額への対応（当面の数値目標） 

（資料）「山形県財政の中期展望（R2.2 月）」 

（資料）「山形県財政の中期展望（R2.2 月）」 

（資料）H26～H30 被害総額：消防庁「消防白書」 

     R1,2 山形県の被害総額：防災くらし安心部調べ 

    ※R2 山形県の被害額は 7 月豪雨に関するもののみ計上(R2.8.16 時点） 

山形県 
(会議録作成事務) 

山形県 

[億円] 

※ 財政調整基金及び県債管理基金(一般分)の残高の合計を記載 

・調整基金の残高の推移については、平成 16 年度 
以降、「三位一体の改革」の影響等により、財政 
収支が急速に悪化し、残高が 100 億円台前半ま 
で低下。 

 
・その後、職員数の削減など、財政健全化の取組み 

等により、平成 24 年度決算においては 300 億円 
台まで回復。 

 
・しかしながら、近年の豪雨災害や新型コロナウイ 

ルス感染症への対応等により、大幅に減少する見 
込みであり、本県の財政状況は大変厳しい状況に 
ある。 

・歳入・歳出の両面から財源不足額の解消に向けた対応策を講じ、 
調整基金の取崩しの抑制に努めることが必要。 
 

・歳入面では、県有財産の売却や有効活用の促進、基金や特別会 
計の利用見込みのない資金の活用、財源対策のための県債の発 
行等によって確保。 

 
・歳出面では、事務事業の見直し・改善や行政経費の節減・効率 

化など、徹底した歳出の見直しを実施。 
・令和３年度以降も毎年度、多額の財源不足が見込まれており、 

財源確保対策を講じなければ、令和３年度には調整基金が枯渇 
してしまう。 

ＡＩ ＲＰＡ 
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【山形県】 【全国】 

※各年 1 月 1 日～12 月 31 日までの間に発生した自然災害による被害総額 

※自然災害とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、その他の異常な自然現象をいう(消防白書より)。 

6月山形県沖地震 
10 月台風 19 号 
など 

8 月最上・庄内豪雨 

など 

8 月台風 9・10 号 

など 

7 月豪雨 など 

4 月熊本地震 など 

7 月豪雨(西日本中心) 

9 月北海道胆振東部地震 

など 

7 月九州北部豪雨 など 

7 月豪雨（R2.8.16
時点被害額） 

資料１－２ 


